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ローカル交通インフラのサステナビリティ

2023年12月21日

株式会社みちのりホールディングス
代表取締役グループCEO 松本 順

地域公共交通シンポジウム～地域交通産業の革新！～
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出所: 国土交通省「自動車輸送統計年報」

（年度）

都道府県別乗合バス輸送人員
（コロナ前まで）

経営改善の余地？（マーケティング面）
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101億人

日本国内の乗合バス輸送人員

（年度）
出所: 国土交通省「自動車輸送統計年報」、「自動車検査登録情報協会調査」
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経営改善の余地？（コスト面）
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令和3(2021)年度 実車走行キロ当たり原価
単位：円

出所：国土交通省公表資料「令和３年度乗合バス事業の収支状況について」を基にみちのりHD作成
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民営化？

民営バス 公営バス

キロ収入
（円/km）

キロコスト
（円/km）

経常収支

422

452

661

731

（仮）民営化？

661

452

460億円410億円▲ 152億円▲

走行キロ 13.8 億km 2.2億km 2.2億km

出所 ：国土交通省公表資料「令和元年度乗合バス事業の収支状況について」を基にみちのり作成
※保有車両30両以上の事業者のみ

公営バスと民営バスの収支比較（2019年度）※コロナ前の試算
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運転手の待遇改善
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バス事業のDX

社会課題解決・生産性の向上

MaaS

バスロケ
リアルタイム検索

自動運転

交番最適化

ユーザビリティ
向上

オペレーション
改善

AIオンデマンドバス

デジタル点呼

EVバス
バスEMS

ICカード
キャッシュレス決済

×
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AIオンデマンドバス

茨城県高萩市「MyRideのるる」

双方向コミュニケーション
利用者数
1.3倍！

バーチャル
バス停

リクエストに
応じて運行

現在地の
近くで乗車

リアルタイム

どこでもバス停
運行エリア

バス停数 2.5倍に増加

導入事例
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 業務の追加や変更の度、モノシリックなシステム(ブロック)を積み上げている状態

- 7 -

ダイヤ編成支援

運賃箱

バスロケ

スターフ

MaaS

ICカード付
運賃箱

入替が困難

業務の追加・変更の度
他システムへの影響が蓄積

システムの増築やリプレイスが
ますます困難に非連携のため、手作業に

よりデータを入力・補正

新しいシステムを追加する度
連携作業が雪だるま式で増加

システム化の現状
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 システム間でデータ共有を可能にし、事後的な増改築やリプレイスを容易にする標準アーキテクチャーを構築する

- 8 -

交番編成
システム

ダイヤ編成
システム バスロケ …

データをやり取りする方法を決める

路線 車両割当ダイヤ 位置情報
データベース

システム間で共有するデータを決める

データを共有するための標準規格を定める

…

DXプラットフォーム構想
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生産性の向上

ブラックボックスの解消

システム開発費・
維持費用の低減

デジタル化
の促進

連携範囲
の拡大

改修コスト
の低減

• 各社でデジタル化を累進的に推進するための
基盤をコストを抑えながら構築できる

• 自社に閉じないデータ連携が容易となる
• 他社・他業種との本格的なサービス連携

(Maas)が進む

• 既存システムの拡張・置き換えが容易になる
• 自社が独自に必要とする機能の実装が容易と
なる

開発の柔軟性と
スピードの向上

• バス業界以外のシステムベンダーなどの参入
やベンダー間の競争が進み、多様な機能
（アプリ）の創造が期待できる

DXプラットフォームの意義
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従来の補助制度の問題点

１．赤字補填のため、
事業者にインセンティブが働かない

２．単年度での補助のため、
長期ファイナンスの原資にならない

３．路線（系統）単位での補助のた
め、ネットワークの視点が弱い

委託費のうち、運賃収入の超過分を事業
者の利潤とする
→運行の効率化やサービス水準向上を
積極的に行うインセンティブを与える

複数年（最長5年）の委託契約とする
→事業者が契約を担保としたファイナン
ス獲得が可能となる

事業者がエリア全体の運行を受託する
→ネットワークの統合・再編（混乗、

DRT導入等）が可能となり、負担額
軽減にもつながる

問題点 解決策
（エリア一括協定運行事業）
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エリア一括協定運行事業(令和5年度創設)

国土交通省資料
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路線バス・高速バス・貸切バス
などを総合的に展開するバス事業者

高速バス・貸切バス
などの専門事業者

A都市圏

路線バス

競合

高速バス

B都市圏

黒字病院

学校

企業送迎

貸切バス 内部
補助

赤字

内部
補助

 地方では赤字

 補助金だけでは赤字補えず

黒字

A都市圏
高速バス

B都市圏

黒字

黒字

 小規模多数
 コンプライアンス意識が
低い事業者も？

病院

学校

企業送迎

貸切バス

内部補助と競争のフェアネス

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj_7-K3m_3PAhVILpQKHSDfAugQjRwIBw&url=http://kage-design.com/wp/?p%3D1729&psig=AFQjCNHUzJN8O5r_M5G1sVQR8V2I2MJakA&ust=1477733613645314
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwimpu-NnP3PAhXElZQKHcE4DKgQjRwIBw&url=https://pixta.jp/tags/%E3%82%B7%E3%83%AB%E3%82%A8%E3%83%83%E3%83%88%20%E5%96%B6%E6%A5%AD%E3%83%9E%E3%83%B3%20%E7%94%B7%E6%80%A7%20%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&psig=AFQjCNHUzJN8O5r_M5G1sVQR8V2I2MJakA&ust=1477733613645314
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集約
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コーポレートガバナンス

・バスは住民の足（交通インフラ）であり、交通インフラ企業は、
そのサステナビリティを確保する使命がある。

・しかし、それぞれの地域のバス会社はほとんど非上場で経営情報
が開示されず、企業というよりも家族経営のようなガバナンス構
造になっているケースも少なくない。

コーポレートガバナンスの整った交通インフラ企業への集約・再編
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コーポレートガバナンスの適用

出所：株式会社東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード ~会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために~」

コーポレートガバナンス・コード
〔株主以外のステークホルダーとの適切な協働〕
２.  上場会社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、従業員、
顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーによるリ
ソースの提供や貢献の結果であることを十分に認識し、これらのステークホルダーとの
適切な協働に努めるべきである。 取締役会・経営陣は、これらのステークホルダーの
権利・立場や健全な事業活動倫理を尊重する企業文化・風土の醸成に向けてリー
ダーシップを発揮すべきである。

コーポレートガバナンスは会社経営を“属人的”なものから“仕組み”に変え、
事業の持続性・持続的成長を確保するためのもの

交通インフラは、“持続性”が強く求められる事業

コーポレートガバナンスの整った企業こそが交通インフラの担い手として適切
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人的資源の
不足

高齢者の
増加

長期的
人口減少

ルート・ダイヤの最適化
運行の質の向上（安全・接遇）

旅行サービスの充実
インバウンド誘客

地域経済に
貢献

交通インフラの維持・発展
交流人口の増加

継続的設備投資
労働分配の増加（雇用創出）

収益性の改善

労働生産性の改善

乗車密度の向上

移動需要の創出

みちのりグループのビジョン

デジタル化
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